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30分で読める！

公益社団法人 全日本不動産協会
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今月のテーマ(1)：持ち家、貸家着工動向    
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【首都圏における地域別にみた持ち家・貸家着工戸数の推移】

わが国の住宅産業はGDP（国内総生産）の5％を占めるに過ぎませんが、波及効果を考えると大きな経済効果をもたら

す産業であると言えるでしょう。というのは、新居に引越しをする際には、家具や家電製品といった耐久消費財や自動車

を購入する機会が増えるほか、引っ越し業者への支払い、住宅ローン設定に伴う金融機関の収益増大が見込まれるためで

す。このことは、新設住宅のみならず中古住宅や貸家住宅にも当てはまります。中古住宅の場合、資産そのものは増えま

せんが、仲介業者への手数料、耐久消費財購入、引っ越し業者への支払い、リフォーム需要、住宅ローンの設定などに

よって経済効果をもたらすと考えられているからです。

まず、全国及び首都圏各県の持ち家着工動向を見てみましょう。持ち家着工戸数は、年々減少傾向をたどってきました。

この背景として、世帯数の増加ペースの鈍化、耐久性向上に伴う住宅の使用年数の長期化などが挙げられます。全国ベー

スの持ち家着工戸数を見ると、コロナ禍前の2019年には28.8万戸だったのが2025年には20.1万戸と7割以下の水準にま

で落ち込んでいます。2026年に入ってからもこの状況は変わっておらず、マイナス傾向が続いています。こうしたなか

で、首都圏各県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）は全国平均に比べると落ち込み幅が軽微であることがわかります。

この点については、首都圏各県は就業・就学のために引き続き人口流入超の状態が続いているため、一定の住宅需要があ

るからです。但し、2025年以降は、住宅価格及び住宅金利の上昇によって住宅取得マインドは低迷が続いており、こう

した状況は2026年以降も続くものと見られています（図表1参照）。

次に、全国及び首都圏各県の貸家着工動向を見てみましょう。貸家着工戸数も、持ち家着工戸数同様に年々減少傾向を

たどってきましたが、持ち家に比べると減少ペースは緩やかなものにとどまっています。貸家着工の場合、相続税対策等

を目的とした土地活用で行われるものと投資用として行われるものに大別されますが、何れも好調に推移している模様で

す。貸家需要が強いこと要因として、①住宅価格上昇による持ち家から貸家への需要のシフト、②若年層を中心とした都

市部への移住人口の増加、③外国人居住者の増加、などが指摘されるのではないでしょうか。貸家着工戸数をみると、全

国ベースでは直近でもコロナ禍前の水準を維持しているほか、埼玉県、神奈川県といった東京郊外部のエリアでは大きく

増えている局面が見受けられており、貸家需要が強いことがうかがわれます。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表1）主な新設住宅着工戸数の地域別着工戸数と前年比～持ち家、貸家着工編

 都県名 2019年 2021年 2023年 2024年 2025年 前年比 2019年比 25年2月 25年12月 26年1月 26年２月 前年比

 １．持ち家着工（単位：戸、前年比：％）

 茨城県 9,405 9,559 7,451 7,045 6,683 -5.1 -28.9 532 552 520 515 -3.2 

 栃木県 6,476 6,265 5,176 4,751 4,384 -7.7 -32.3 385 367 396 354 -8.1 

 群馬県 6,354 6,088 4,994 4,658 4,403 -5.5 -30.7 379 387 285 360 -5.0 

 東京都 15,844 16,975 13,282 13,259 12,882 -2.8 -18.7 1,059 1,289 1,020 983 -7.2 

 神奈川県 14,678 15,001 11,492 10,862 9,979 -8.1 -32.0 839 834 772 872 3.9

　  埼玉県 15,210 16,129 12,615 12,227 11,021 -9.9 -27.5 957 1,043 758 925 -3.3 

 千葉県 12,645 13,757 10,224 9,889 9,033 -8.7 -28.6 734 826 746 653 -11.0 

 全国 288,738 285,575 224,352 218,175 201,285 -7.7 -30.3 16,272 17,496 14,418 15,501 -4.7 

 ２．貸家着工（単位：戸、前年比：％）

 茨城県 5,083 4,688 5,368 4,749 4,815 1.4 -5.3 415 435 259 525 26.5

 栃木県 2,928 2,388 2,408 2,321 2,488 7.2 -15.0 239 146 221 223 -6.7 

 群馬県 2,921 2,122 2,295 2,846 2,401 -15.6 -17.8 220 89 178 224 1.8

 東京都 64,621 67,248 70,252 65,433 67,356 2.9 4.2 5,337 4,939 5,087 4,888 -8.4 

 神奈川県 27,988 22,559 25,305 27,044 25,308 -6.4 -9.6 1,814 1,935 2,130 2,553 40.7

　  埼玉県 16,135 15,495 19,236 20,258 21,908 8.1 35.8 1,869 1,876 2,079 1,878 0.5

 千葉県 15,622 16,335 17,332 19,411 16,355 -15.7 4.7 1,199 1,182 1,456 1,212 1.1

 全国 342,289 321,376 343,894 342,092 324,991 -5.0 -5.1 25,744 25,518 24,032 25,042 -2.7 

（出所）国土交通省「建築着工統計調査報告」を基に作成。2026年4月20日までに発表のもの。ブルー枠はポジティブな数値を示している。

（1）持ち家着工戸数は全体的に減少傾向にあるが、東京都、埼玉県、千葉県といった地域では2019年比で相対的に減少率が小さい。

（2）貸家着工は全国的には減少傾向にあるが、東京都、埼玉県では2019年比、前年比ともにプラス。直近では神奈川県が大幅伸長。



今月のテーマ(2)：分譲マンション市場動向
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【首都圏における地域別分譲マンション市場の推移】

次に、首都圏における地域別分譲マンション市場の動向を見てみましょう。2025年の首都圏新築分譲マンション供給

戸数は、21,962戸とコロナ禍前の2019年に比べると7割程度の水準にまで落ち込んでしまいました。首都圏分譲マン

ション供給戸数のピークは2000年の95,635戸だったので、ピークに比べると4分の1以下の水準にまで落ち込んでし

まったことになります。この背景として、①地価及び建築費の上昇によってマンション価格が大きく上昇した、②ホテル

などとの競合によりマンション用地が取得し難くなってきた（インバウンド需要によりホテルの投資利回りが高まったた

め）、③中古マンション市場の成長によって新築志向が変化してきた、といった要因が挙げられます。とはいえ、利便性

の高い立地、セキュリティの高さ、維持管理の手間軽減、共用施設の利用、そして安全性の確保といった観点から依然と

してマンションを選好する人は多く、今後も一定程度の需要を維持すると見られています（図表2参照）。

こうしたなかで、首都圏における地域別マンション供給戸数の推移を見ると、2025年の都区部（東京23区）の供給戸

数がコロナ禍前に比べて4割以上減ったのに対して、神奈川県、埼玉県は3割減、千葉県は4％減、都下（都内23区以外の

地域）はプラスといった状況となっています。2026年予想では、都下と千葉県が前年比プラスとなっています。この要

因として、都区部ではマンション用地が不足していることに加えて、マンション価格上昇により契約率が低下しているこ

とが挙げられます。「億ション」と呼ばれる1億円以上のマンション割合は、2025年には25.9%と4戸に1戸の割合と

なっており、そのほとんどは都区部に集中しています。2024年以降は2億円以上の物件比率も高まっており、もはや都

区部のマンションは庶民の手が届かない価格帯となっているといえるのではないでしょうか。

首都圏マンション価格の推移をみると、2019年に平均で5,980万円だったのが、2025年には9,182万円となっており、

6年間で53.5％もの大幅な上昇を示しているのです。ちなみに、2000年の首都圏マンション価格の平均は4,034万円

だったので、25年間で2.3倍に上昇したことになります。ここでも、都区部の値上がり率は著しく、2023年以降は平均

価格で1億円超となっているのです。昨今、タワーマンションに関しては、パワーカップルと呼ばれる世帯年収1,000万

円超、或いは外国人による需要が都区部のマンション需要を牽引しているようです。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表2）首都圏新築分譲マンション市場動向～供給戸数、販売価格

 都県名 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 前年比 2025年 前年比 2019年比 2026年予 前年比

 ３．首都圏新築分譲マンション地域別供給戸数及び前年比（単位：戸、％）

　  都区部 13,737 10,911 13,290 10,797 11,909 8,275 -30.5 8,064 -2.5 -41.3 8,000 -0.8 

 都下 2,537 3,242 2,921 2,360 2,269 2,041 -10.0 2,749 34.7 8.4 4,000 45.5

 神奈川県 7,183 5,586 8,609 7,403 5,962 4,917 -17.5 4,918 0.0 -31.5 4,500 -8.5 

 埼玉県 4,581 3,367 4,451 4,716 3,030 3,313 9.3 3,153 -4.8 -31.2 3,000 -4.9 

 千葉県 3,200 4,122 4,365 4,293 3,703 4,457 20.4 3,078 -30.9 -3.8 3,500 13.7

 首都圏計 31,238 27,228 33,636 29,569 26,873 23,003 -14.4 21,962 -4.5 -29.7 23,000 4.7

 1億円以上 1,672 1,513 2,272 2,211 2,846 2,898 1.8 4,344 49.9 159.8

 2億円以上 148 230 362 220 701 533 -24.0 1,044 95.9 605.4

 3億円以上 46 75 126 60 627 217 -65.4 291 34.1 532.6

 億ション割合 6.0 6.7 8.2 8.4 15.5 15.9 0.3 25.9 10.0 19.9

 4．首都圏新築分譲マンション地域別販売価格及び前年比（単位：万円、％）

　  都区部 7,286 7,712 8,293 8,236 11,483 11,181 -2.6 13,613 21.8 86.8

 都下 5,487 5,460 5,061 5,233 5,411 5,890 8.9 6,699 13.7 22.1

 神奈川県 5,295 5,436 5,270 5,411 6,069 5,432 -10.5 7,165 31.9 35.3

 埼玉県 4,513 4,565 4,801 5,267 4,870 5,542 13.8 6,420 15.8 42.3

 千葉県 4,399 4,377 4,314 4,603 4,786 5,689 18.9 5,842 2.7 32.8

 首都圏計 5,980 6,083 6,260 6,288 8,101 7,820 -3.5 9,182 17.4 53.5

（出所）不動産経済研究所「首都圏新築分譲マンション市場動向」を基に作成。2026年4月20日までに発表のもの。億ション割合の前年比は前年差異、2019年比は2019年差異。

（1）首都圏新築分譲マンションが2025年以降回復しているのはインフレに伴う客単価上昇によるものであり、客数の減少傾向は継続。

（2）家電量販店の売上高はインフレに伴う商品価格値上げの影響を受けて改善傾向にある。店舗数は埼玉県の増加振りが目立っている。



今月のテーマ(3)：中古住宅市場の動向
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【首都圏における地域別中古マンション、中古戸建て成約件数の推移】

ところで、首都圏における中古住宅市場の動向はどうなっているのでしょうか。首都圏マンション市場については、

2015年頃までは新築マンションが中心であり、中古マンションが補完しているといった構図でした。ところが、2016年

に新築マンション供給戸数と中古マンション成約件数が逆転し、その後はドンドンその差が広がってきました。2025年

の統計によれば新築マンション21,962戸に対して中古マンションは49,114戸となっており、戸数ベースでは中古マン

ション市場は新築マンション市場の2.24倍にまで膨らんでいるのです。この最大の要因は、価格差に起因していると考

えられます。2025年のデータによると、首都圏新築マンションの平均価格9,182万円だったのに対して中古マンション

は5,200万円となっています。なかでも埼玉県、千葉県の中古マンション平均価格は3,000万円割れとなっています。中

古マンションといっても、管理体制がしっかりして、交通アクセスが良好で、飲食店や商業施設といった生活に必要な施

設が充実していることは魅力的です。今や中古マンション市場は、新築マンション市場を凌駕する重要なマンション市場

を形成していると言っても良いでしょう（図表3参照）。

   一方、中古戸建て住宅の成約件数も順調に伸びており、2019年から2025年に掛けて65.9%増と中古マンションを大

きく上回る伸びを示しています。中古戸建て住宅のメリットとしては、①新築に比べて価格が安い、②実物を見学できる、

③リフォームによって新築のように住み替えられる、④土地や建物面積が広く屋外バイキングや家庭菜園などができる、

といった点が挙げられます。一方、断熱性・気密性・耐震性については十分にチェックすることが必要かもしれません。

また、交通アクセスが悪かったり、防犯体制が十分かどうかといった点は事前チェックが大切です。

最後に、首都圏における土地の成約件数の動向をみてみましょう。土地を購入する場合のほとんどは、大手ハウスメー

カー或いは地元工務店によって上物（住宅）を建てることが前提となっています。基本的には、新築物件にせよ中古物件

にせよ建売り分譲住宅、マンションなどを選好しない購買層が土地を購入するというパターンとなります。都区部の場合、

100㎡の土地であれば7,000万円～1億円となり、そこに上物を建てれば1億円は下らない価格となります。但し、埼玉県、

千葉県では土地と上物を合わせて4,000～5,000万円台での取得が可能となります。こうした統計をみると、マンション

や分譲住宅を選ばない層が一定程度いることが注目されるところです。

公益社団法人 全日本不動産協会



- 8 - 公益社団法人  全日本不動産協会

（図表3）首都圏・中古マンション及び中古戸建て、土地に関わる成約動向～成約件数、成約価格

 都県名 2019年 2023年 2024年 2025年 前年比 2019年比 2019年 2023年 2024年 2025年 前年比 2019年比

 5．首都圏・中古マンション成約件数（単位：件、％）  6．首都圏・中古マンション成約価格（単位：万円／戸、％）

　  都区部 16,253 16,154 16,569 21,912 32.2 34.8 4,644 6,126 6,656 7,401 11.2 59.4

 都下 3,763 3,311 3,522 4,527 28.5 20.3 2,703 3,495 3,747 3,690 -1.5 36.5

 神奈川県 9,177 8,482 8,514 11,670 37.1 27.2 2,898 3,711 3,897 3,832 -1.7 32.2

 埼玉県 4,330 3,860 4,134 4,395 6.3 1.5 2,193 2,872 2,977 2,910 -2.3 32.7

 千葉県 4,586 4,180 4,483 5,377 19.9 17.2 2,056 2,762 2,911 2,865 -1.6 39.3

 首都圏計 38,109 35,987 37,222 49,114 31.9 28.9 3,442 4,575 4,890 5,200 6.3 51.1

 7．首都圏・中古戸建て住宅成約件数（単位：件、％）  8．首都圏・中古戸建て住宅成約価格（単位：万円／戸、％）

　  都区部 2,331 2,294 2,782 3,999 43.7 71.6 5,532 6,475 6,804 7,209 6.0 30.3

 都下 1,814 1,776 1,956 2,729 39.5 50.4 3,131 3,869 3,849 3,913 1.7 25.0

 神奈川県 3,528 3,362 3,488 5,637 61.6 59.8 3,252 4,101 4,102 3,937 -4.0 21.1

 埼玉県 2,583 2,697 2,938 4,874 65.9 88.7 2,132 2,607 2,522 2,456 -2.6 15.2

 千葉県 2,781 2,742 3,018 4,393 45.6 58.0 1,817 2,545 2,588 2,517 -2.7 38.5

 首都圏計 13,037 12,871 14,182 21,632 52.5 65.9 3,115 3,848 3,948 3,917 -0.8 25.7

 ９．首都圏・土地（100～200㎡）成約件数（単位：件、％）  １０．首都圏・土地（100～200㎡）成約単価（単位：万円／㎡、％）

　  都区部 814 538 734 1,344 83.1 65.1 49.94 63.98 69.55 71.68 3.1 43.5

 都下 977 770 950 1,653 74.0 69.2 21.31 26.28 25.58 28.08 9.8 31.8

 神奈川県 1,512 1,228 1,356 2,743 102.3 81.4 17.48 21.62 22.71 22.97 1.1 31.4

 埼玉県 1,258 1,075 1,158 2,202 90.2 75.0 13.65 17.14 16.80 17.90 6.5 31.1

 千葉県 1,266 970 1,121 1,754 56.5 38.5 10.66 14.33 15.55 16.00 2.9 50.1

 首都圏計 5,827 4,581 5,319 9,696 82.3 66.4 19.96 24.37 26.40 27.73 5.0 38.9

（出所）公益社団法人「東日本不動産流通機構」データを基に作成。2026年4月20日までに発表のもの。ブルー枠はポジティブな数値を示している。



Column：地域フォーカス②墨田区の分析 

- 9 -

【東京都の地域別不動産市場の動向その2・墨田区エリアの分析】

東京都の地域別動向の第二回目は墨田区についてです。墨田区は東京23区の一角で、東京スカイツリー、両国国技

館、墨田川花火大会などの観光名所があり、歴史と文化が豊かな地域です。墨田区は、東京都の東部に位置しており、

隅田川と荒川に囲まれています。1947年に旧本所区と旧向島区が合併して誕生しました。江戸時代には、隅田川を国

境にした農村地域でしたが、1657年の振袖火事（明暦の大火・めいれきのたいか）をきっかけに都市化が進みました。

現在では、工業化と都市化が進み、多くの工場や商業施設が立地しています。

墨田区の不動産市場の特徴としては「都心近隣×交通利便性×再開発」の3要因が挙げられます。特に、錦糸町（JR

総武線、半蔵門線）や押上（都営浅草線、京成押上線）は、大手町、日本橋、銀座といった都心部はもとより、羽

土・成田空港へのアクセスが良いことが特徴となっています（図表4-1参照）。 こうした点を背景に、新築・中古マ

ンション価格、賃貸料、地価といった墨田区の不動産価格は上昇傾向にあり、ここ最近では都内平均を上回る上昇を

示しています。これまでは、錦糸町・両国エリア、押上・向島エリアが墨田区の不動産市場を牽引してきましたが、

ここにきて八広（やひろ）、東向島といった比較的割安感があった北部エリアが、静かで暮らしやすいとの評価から

住宅需要が拡大しているようです。また、墨田区の人口増加率は都内のなかでも相対的に高く、2035年頃までは生産

年齢人口（15～64歳の世代）の安定して推移すると見られています。このため、墨田区全体として自由宅を中心とし

た不動産需要は堅調に推移すると思われます。

ところで、墨田区の不動産価値に最も大きな影響を与えると見られているのが、地下鉄8号線（有楽町線）の豊洲～

住吉間の延伸計画です。同計画は、2030年代半ばに開業する予定となっています。有楽町線の延伸区間は、豊洲駅か

ら東西線の東陽町駅を経て、半蔵門線・都営新宿線の住吉駅に至る4.8kmであり、途中の枝川駅（仮称）と千石駅

（仮称）が新規の駅となる予定です。東京メトロでは、駅間シールドトンネル工事については今年度に発注する計画

であり、施工会社の選定後に着工するとしています。開業後は、所要時間短縮、混雑緩和、アクセス向上等が見込ま

れ、沿線の不動産価値が高まるものと期待されています（図表4-2参照）。

公益社団法人  全日本不動産協会
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（図表4-1）墨田区に関わる基礎データ、基礎知識とは…

 項目  墨田区の基礎データ  墨田区以外の情報／他の特別区トップの状況など

 面積（26年1月1日現在）  13.77万㎡で特別区では第17位（16位は目黒区の14.67万㎡）  特別区トップは大田区61.85万㎡、次いで世田谷区58.05万㎡

 墨田区は東京都の北東部に位置する特別区です。 西側は隅田川、東側は荒川および旧中川に囲まれ、南側は江東区と接して

 います。墨田区は、1948年に旧本所区と旧向島区が合併して誕生しました

 人口（26年1月1日現在）  288,833人で特別区で第15位（14位は豊島区の296,129人）  特別区トップは世田谷区の92.8万人、次いで練馬区75.0万人

 65歳以上の人口割合  20.4%（59,018人）、特別区のなかで世田谷区に次ぐ12位  特別区平均は20.9%（205万人）、最上位は葛飾区の24.0％

 外国人の人口割合  6.16%（17,094人）、特別区のなかで千代田区に次ぐ16位  特別区平均は6.70%、トップは新宿区14.46%（51,357人）

 地価上昇率  2026年地価公示では住宅地＋13.2%、商業地＋15.0％  特別区トップは住宅地台東区+14.2%、商業地台東区+19.1%

 墨田区不動産市場の特徴  墨田区の不動産市場は、「都心近接×交通利便性×再開発」の3要因で上昇トレンドを続けています。今後も緩やかな上昇継続

 ＋エリア間格差拡大が基本シナリオと考えられます。また、6系統の鉄道が集中しており、都心へのアクセスが良好です。

 不動産市場の現状と予測  中古マンション市場は、10年前と比較して約80％上昇しており、現在の坪単価平均は約350万円となっています。今後、2030

 年に向けて、ノーマルシナリオでも30％以上の価格上昇が予測されています。

 ワンルームマンションの賃料も上昇傾向にあり、以前の9万円／戸前後から現在では11万円／戸前後が相場となっています。

 主要鉄道アクセスの状況  JR総武線・半蔵門線（錦糸町駅）⇨ 東京駅・大手町（所要時間15分程度）、渋谷（所要時間30分程度）へ直通。

 都営浅草線・京成押上線（押上駅）⇨ 日本橋、東銀座、成田・羽田両空港へのアクセスが抜群に良い。

 将来計画 ⇨ 地下鉄８号線（有楽町線）の豊洲～住吉（江東区）延伸計画（2030年代半ば開業予定）による不動産価値の上昇

（出所）東京都及び葛飾区ホームページ等より作成。（注記）特別区とは東京都23区のこと。65歳以上、外国人の人口及び人口割合は2026年1月現在の数値。



- 11 - 公益社団法人  全日本不動産協会

（図表4-2）東京都墨田区の位置と鉄道延伸計画

（出所）墨田区ホームページ等を基に筆者作成。
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定点観測 ⇒ 建設工事受注高は4カ月連続でプラス！

A) 建設受注は民間部門の増加により4カ月連続でプラス（図表5コメント）

B) 住宅着工はマインドの低下で4カ月連続のマイナス（図表5コメント）

C) 小売業は全般堅調で百貨店売上は2カ月連続でプラス（図表6コメント）

D) 東京都は人口流入者の増加により、2カ月連続転入超過（図表7コメント）

E) 2026年2月の訪日外国人旅行者は346万人と2月単月の過去最高を更新。

中国人観光客減少を台湾、韓国、メキシコ等でカバー（図表10コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会
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 生産活動（建設受注、住宅着工）では、建設受注は4カ月連続プラス、住宅着工は依然として低迷継続

➢ 2月の建設工事受注高は民間部門の大幅増加により4カ月連続プラスとなるなど好調局面継続

➢ 持ち家着工は4.7%減と2カ月振りにマイナス転換。三大都市圏はじめ全国的に減少傾向を示す

➢ 貸家は4カ月連続マイナスとなり、地域別には強弱感があるものの三大都市圏で落ち込みが顕著

 小売業界では年が明けて、百貨店、スーパーはじめ売上高は伸びているが伸び率はやや鈍化の兆しも

➢ 百貨店売上高は2カ月連続でプラス。但し、中国による対日渡航自粛の影響で伸び率は鈍化？

➢ ドラッグストア売上高は58カ月連続プラスと好調持続。調剤医薬品は前年比2桁増と牽引役に！    

➢ 2026年2月の訪日外国人旅行者は346万人（前年比6.4％増）と2月単月の過去最高を記録

（中国人旅行者の大幅減を台湾、韓国、メキシコ、ロシアの大幅増でカバーしている構図）

        

 雇用環境は長期安定傾向が続いているが、依然として求人数の減少傾向が続いている

➢ パート・アルバイト時給は長期上昇傾向にあり、家事支援・医療関係を中心に58カ月連続上昇

➢ 有効求人倍率は低位安定で推移しているが、人手不足業種を中心に求人数は10カ月連続で減少

➢ 2月の消費者物価は2カ月連続で2％割れとなったが、3月以降はイラン情勢による物価高の懸念
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 Ⅰ-2.経済活動における建設・住宅産業の動向
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（図表5）経済活動における建設・住宅産業の動向 ～ 建設業の受注及び着工の状況、住宅着工戸数・マンション供給戸数 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年10月 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月

 １．建設受注動向及び建設物価指数の状況（前年比、％）

 大手50社建設工事受注高 -10.1 9.5 20.2 5.7 42.7  2月は官公庁民間何れも好調で4カ月連続でプラス。4月からの累計では18.5％増！

 （建築工事受注高） -14.5 9.5 5.6 11.5 52.8  2月の受注は製造業が前年比28.4%増、非製造業が56.0％増と何れも大幅増加

 （土木工事受注高） 1.3 9.5 63.2 -6.5 23.5  2月の受注は国の機関が前年比50.0%増、地方自治体が22.8％増と何れも増加

 建設物価指数・オフィス 3.2 3.5 3.0 3.4 3.5  2月のオフィス・工事原価は5カ月連続3％台を記録。前月比0.3％増と底入れの兆し

 建設物価指数・工場 2.7 3.0 3.0 3.4 3.7  2月の工場・工事原価の上昇率は4カ月連続で3％台。前月比は0.3％増と底入れか

 建設物価指数・マンション 5.1 5.5 5.7 5.8 5.9  2月のマンション・工事原価の上昇率は5カ月連続5％台。前月比は0.1％増と鎮静？

 建設物価指数・住宅 3.3 3.5 6.2 6.1 6.2  2月の住宅・工事原価上昇率は6％台と高い伸び。前月比は0.1％増と落ち着きか？

 ２．用途別住宅着工戸数・中古及び新築マンション供給戸数の状況（前年比、％）

 持ち家着工戸数 -8.2 -9.5 -1.8 6.6 -4.7  2月は三大都市圏はじめ全国的に着工減少の地域が多く、全国では2カ月振りに減少

 貸家着工戸数 4.2 -5.5 -3.4 -1.5 -2.7  2月は4カ月連続マイナス。首都圏4.0％増、近畿圏4.3％増、地方圏19.4％減！

 マンション着工戸数 31.8 -29.7 2.5 -18.6 -23.5  2月は2カ月連続マイナス。三大都市圏の32.5％減をはじめ都市部での落ち込み大

 中古マンション成約戸数 36.5 38.3 25.9 3.1 2.1  2月は4,241戸と16カ月連続でプラス。坪単価は1.6%減、平均築年数は27.14年

 新築マンション供給戸数 -28.2 -14.4 -6.0 1.3 36.8  2月は1,762戸と2カ月連続プラス。初月契約率は71.7%と好調、在庫は横這い圏

 同㎡当たり単価・万円／㎡ 153.8 145.8 126.5 124.9 162.5  首都圏の単価は前年比33.7%増。億ション割合は41.8%（前月20.1%)と急伸！

 首都圏の平均価格・万円 9,895 9,181 8,469 8,383 11,025  23区平均価格は1億4,280万円と37.4%増。億ション割合は63.4％と過去最高へ

 近畿圏マンション供給戸数 -7.6 -8.2 36.6 39.7 -42.1  2月は3カ月振りにマイナスに。契約率は70.7％と好調、㎡単価は5カ月連続で上昇

（出所）国土交通省、一般財団法人建設物価調査会、不動産経済研究所データ等より作成。2026年4月20日までに発表のもの。中古及び新築マンションデータは首都圏対象。

（注記）建設物価指数については、過去に発表された数値（概ね3カ月前まで遡及）については前回公表値を修正することがある点に注意されたい。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

180
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 Ⅰ-3.主な経済統計の推移～消費活動、所得・雇用環境
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（図表6）主な経済統計の推移 ～消費活動、所得・雇用環境 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年10月 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月

 １．消費活動（既存店ベース、前年比、％）

　  百貨店売上高 4.2 0.9 -1.1 2.4 2.0  2カ月連続プラス。飲食料品1.5％増、衣料品1.4％増、身の回り品0.5％増と順調

 スーパー売上高 3.0 4.2 0.3 2.7 1.8  16カ月連続でプラス。主力の飲食料品1.4%増に対して衣料品は7.4％減と明暗！

 コンビニ売上高 2.6 3.9 2.5 1.8 2.2  14カ月連続増加。日配食品3.2％増、加工食品2.3％増、サービス関連6.1％減

 家電量販店売上高 11.0 7.6 0.4 9.6 2.9  7カ月連続でプラス。通信家電17.0％増、AV家電4.1％増、情報家電3.4％減に

 ドラッグストア売上高 6.0 8.0 2.3 4.3 5.6  58カ月連続でプラス。調剤医薬品13.6％増、食品7.1％増、TC医薬品5.7%増

 ホームセンター売上高 0.2 1.0 -2.6 1.6 -1.2  2カ月振りマイナス。園芸エクステリア7.9%増、オフィス6.9％増、インテリア8.6％減！

 通信販売売上高 0.1 -0.1 -2.1 1.1 -1.4  2月は2カ月振りにマイナス転換。物価高を背景に必需品を除くと買い控えが顕在か？

 ２．雇用・所得環境（有効求人倍率と完全失業率は水準、そのほかは前年比、％。パート・アルバイト、派遣社員の時給は三大都市圏・全職種平均）

 有効求人倍率・倍 1.18 1.18 1.19 1.18 1.19  求人数は7.8%減と10カ月連続減。宿泊・飲食サービス、生活関連・娯楽が2桁減！

 完全失業率・％ 2.6 2.6 2.6 2.7 2.6  就業者数は2カ月振り増加。前年比11万人増、特に正規雇用が30万人増と牽引！

 失業者数・万人 183 171 166 179 180  前年比15万人増加。新たに求職活動を始めた、勤め先や事業の都合などが増加した

 勤労者世帯主収入・実質 -0.1 -2.2 -2.6 1.3 1.6  世帯主収入は2カ月連続増加。配偶者収入は2カ月振り増加。名目値は3.0％増！

 パート・アルバイト時給 4.1 5.3 4.6 5.2 5.3  2月は前年比で58カ月連続上昇。家事支援、医療関係、化粧品販売が高い伸び！

 派遣社員の時給 1.1 1.4 1.4 1.0 1.3  2月は前年比8カ月連続上昇。物流・清掃系及びオフィスワーカー系が安定した伸び！

 家計消費支出・実質 -3.0 2.9 -2.6 -1.0 -1.8  2月は3カ月連続減少。名目値は0.4％減、教育費、交通通信、光熱水道費が減少

（出所）経済産業省、（公社）日本通信販売協会、厚生労働省、総務省、リクルートデータ等により作成。2026年4月20日までに発表のもの。

（注記1）通信販売売上高統計には、ジャパネット、アマゾンなどの大手企業の取扱高は含まれていないことに留意されたい。

（注記2）有効求人倍率、求人数はハローワークのデータに基づいて算出されたものであり、労働市場全体に対する捕捉率は50％弱とみられている。

直近5ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-4.主な経済統計の推移～生産活動、物価動向、金融市場等
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（図表7）主な経済統計の推移 ～ 生産活動、物価動向、東京都の人口移動、金融市場等の動き ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年10月 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月

 １．生産活動、物価動向の状況（前年比、％。但し、鉱工業生産指数、機械受注は前月比）

 鉱工業生産指数（季調値） 1.5 -2.7 -0.1 2.2 -2.1  2月は2カ月振りに低下。自動車、勤続製品、電子部品・電子デバイス工業等が低下

 機械受注（民需合計） 2.3 -7.2 25.8 -5.5 -1.8  2月は2カ月連続マイナス。基調判断は「持ち直しの動きがみられる」を据え置いている

 機械受注（除く船舶・電力） 7.0 -11.0 19.1 -5.5 13.6  2月は2カ月振りにプラス。製造業30.7％増、非製造業0.9％増と製造業が牽引役

 国内新車販売台数 -4.3 -6.1 0.6 -4.2 -7.3  2カ月連続減少。SIBARU25.5％減、マツダ22.9％減、トヨタ9.6％減と全般低調

 貿易統計・輸出額（金額） 3.6 6.1 5.1 16.8 4.2  2月は6カ月連続プラス。米国8.0%減、西欧17.5％増、中国10.9％減と明暗！

 貿易統計・輸入額（金額） 0.7 1.3 5.3 -2.4 10.2  2カ月振りに増加。米国8.4％増、中東13.0％減、西欧0.3％増、中国35.4％増

 消費者物価指数（20年基準） 3.0 2.9 2.1 1.5 1.3  2月は2カ月連続で2％割れ。生鮮食品、光熱水道費、教育費などが前年比マイナス

 国内企業物価指数（同上） 2.7 2.7 2.4 2.3 2.0  2月は9カ月連続3％割れ。ガソリン、軽油、A重油等石油製品以外は落ち着いた動き

 ２．東京都の人口移動及び金融市場の動き（前年比、％。人）

 東京都への人口流入者 -0.7 -5.7 0.6 1.0 1.3  直近は3カ月連続でプラス。24年2月比2.1%減、23年2月比1.5％減と減少傾向

 東京都からの人口流出者 2.9 -4.0 2.5 0.3 1.5  直近は3カ月連続でプラス。24年2月比2.6%増、23年2月比1.2％増と増加傾向

 東京都の人口流入超過人数 227 162 -855 2,427 3,111  2月は2カ月連続で転入超。前年同月の3,142人の転入超過に対して31人の減少に

 円／ドルレート（月末値） 154.01 156.18 156.67 154.77 156.06  日米金利格差及び当局の金融政策に対する思惑などから徐々に円安方向に転換？

 金価格（ドル/オンス） 4,013.3 4,269.8 4,373.9 4,763.1 5,287.6  2月には初の5,000ドル台乗せを達成したが、3月にはイランショックにより大きく下落！

 日経平均株価（月末値） 52,411 50,254 50,339 53,323 58,850  高市政権発足によって最高値更新が続いていたが、3月はイランショックにより急落！

（出所）経済産業省、日本自動車工業会、財務省、総務省、日本銀行、法務省、取引所データ等より作成。2026年4月20日までに発表のもの。

※2026年2月の東京都への転入者数は30,392人（前年同月比384人増）、転出者数は27,281人（同415人増）であり、人口流入超過人数は3,111人となった。

※2026年3月1日現在の東京都人口は1,426万1,830人（前月比5,936人減、前年比75,593人増）となり、コロナ禍の2020年5月の1,407万4,043人に比べて187,787人増。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-5.経済活動における消費の状況①～小売業の企業別月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表8）経済活動における消費の状況① ～ 小売業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月

 １．小売業の企業別売上高状況①：百貨店、総合スーパー（既存店ベース、単位：％）

 三越伊勢丹HD 1.4 1.9 3.3 9.5 7.6  7カ月連続増。三越日本橋12.0％増、伊勢丹新宿10.2%増、三越銀座1.4%増

 松屋（銀座本店） -2.2 -10.8 -15.8 2.7 -4.3  2カ月振りにマイナス。免税売上は減少したが、国内客による衣料品、宝飾類が伸長

 大丸・松坂屋 4.7 -0.8 1.7 0.1 4.7  3カ月連続で増加。大丸札幌13.1％増、大丸心斎橋8.2％増、大丸東京8.0%増

 高島屋 3.7 4.3 7.0 0.7 9.4  8カ月連続増加。日本橋店18.9％増、玉川13.3％増、京都店8.8％増と牽引役

 イオンリテール 6.3 -0.3 3.6 1.9 0.5  増量企画や、焼鳥串や黒毛和牛の均一企画などのごちそうメニューの展開が牽引した

 セリア（100円ショップ） 9.2 8.3 12.7 7.7 9.4  客数7.3%増、客単価2.0％増。客数は30カ月連続増、客単価は6カ月連続増加

 ヤオコー（食品スーパー） 5.3 3.3 3.0 3.3 2.1  客数0.7％増、客単価1.3％増。客数は2カ月振り増加、客単価は43カ月連続増

 良品計画（無印良品） -13.7 -5.8 2.6 4.2 3.7  客数0.8％増、客単価2.9％増。客数は5カ月振りに増加、客単価は3カ月連続増

 ２．小売業の企業別売上高状況②：コンビニ、衣類専門店（既存店ベース、単位：％）

 セブンイレブン 2.7 1.9 1.6 2.5 3.7  客数1.0%減、客単価4.7％増。客数は9カ月連続減少、客単価は13カ月連続増

 ファミリーマート 1.9 0.5 1.6 1.6 0.6  客数1.8％減、客単価2.5％増。既存店日商は55カ月連続で前年比プラスを更新！

 ローソン 4.6 4.1 4.5 1.9 3.3  客数0.8％増、客単価2.5％増。客数は2カ月振り増加、客単価は22カ月連続増

 ユニクロ（国内事業） 7.6 -6.6 14.0 4.6 9.5  客数4.5%増、客単価4.5％増。客数は2カ月振りに増加、客単価は7カ月連続増

 ワークマン（カジュアル） 7.9 -2.0 10.8 23.2 22.7  客数12.0％増、客単価9.5％増。客数は3カ月連続増、客単価は17カ月連続増

 アオキ（紳士服） 4.0 -1.7 -0.8 -2.4 -3.1  客数5.4%減、客単価2.5％増。客数は4カ月連続減少、客単価は41カ月連続増

 青山商事（紳士服） -2.1 -5.7 -5.2 -3.7 -5.0  客数0.4%減、客単価4.6％減。客数は3カ月連続減少、客単価4カ月連続減少

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2026年4月20日までに発表のもの。（注記）ユニクロ売上高は国内の既存店及びEコマース売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

 直近5か月における月次動向
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 Ⅰ-6.経済活動における消費の状況②～小売・外食産業等の月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表9）経済活動における消費の状況② ～ 小売業、外食産業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月 26年3月

 １．小売業の企業別売上高状況③：ドラッグストア（既存店ベース、単位：％）

 マツキヨ＆ココカラ 3.6 -4.6 0.4 2.0 2.5  客数0.6％減、客単価3.1％増。客数は4カ月連続減少、客単価は42カ月連続増

 サンドラッグ 3.5 -1.8 1.2 -0.5 1.6  2カ月振りにプラス。ドラッグストア事業4.4%増、ディスカウント事業2.0%減と明暗！

 ツルハHD 5.2 0.3 2.3 4.0 3.3  客数0.4%増、客単価2.9％増。客数は2カ月連続増加、客単価は18カ月連続増

 ２．外食産業の企業別売上高状況：ファミレス、ファーストフード、牛丼チェーン、テイクアウト弁当等（既存店ベース、単位：％）

 すかいらーくグループ 8.9 4.0 10.3 5.7 2.3  客数2.6％減、客単価5.1％増。客数は3カ月振り減少、客単価は50カ月連続増

 サイゼリヤ 19.0 18.7 21.6 18.2 15.5  客数13.0％増、客単価2.2％増。低価格戦略が奏功し客数の2桁増が続いている

 ロイヤルホスト 11.3 7.7 6.5 4.1 4.2  客数1.3%減、客単価5.6％増。客数は2カ月連続減少、客単価は37カ月連続増

 マクドナルド 5.6 3.4 11.7 8.0 2.4  客数0.9%減、客単価3.3％増。客数は2カ月振りに減少、客単価は15カ月連続増

 モスバーガー 18.5 6.4 6.4 5.2 2.5  客数1.6%増、客単価0.9％増。客数は20カ月連続増、客単価は17カ月連続増！

 日高屋（町中華） 4.9 6.6 5.9 1.7 4.2  客数2.4%増、客単価1.7％増。客数は20カ月振り増加、客単価は21カ月連続増

 餃子の王将（町中華） 6.4 2.0 -0.2 -0.5 -2.1  客数0.5%増、客単価2.6％減。客数は3カ月振り増加、客単価は58カ月振り減少

 すき家 13.1 0.9 6.0 7.0 5.6  客数3.6%増、客単価1.9％増。客数は2カ月連続増加、客単価は52カ月連続増

 吉野家 4.4 5.9 17.3 6.7 12.9  客数5.0%増、客単価7.6％増。客数は5カ月連続増、客単価は53カ月連続増加

 松屋フーズ 10.7 6.1 12.9 4.2 9.2  客数1.2%増、客単価7.9％増。客数は2カ月振り増加、客単価は49カ月連続増

 焼肉キング 4.1 4.6 5.9 1.6 3.8  客数1.5%減、売上高は5カ月で連続増加、客数は2カ月連続で減少と客足は鈍い

 トリドール（丸亀製麺） 1.2 0.6 0.3 2.2 6.9  客数7.0%増、客単価0.1％減。客数は2カ月連続増加、客単価は2カ月連続減少

 スシロー 9.4 11.0 6.2 12.4 5.4  客数1.4%増、客単価4.0％増。客数は6カ月連続増加、客単価は18カ月連続増

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2026年4月20日までに発表のもの。（注記）すかいらーくは、ガスト、バーミアンなどグループ全体の売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

直近5カ月における月次動向
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 Ⅰ-7.経済活動における人出の状況～交通機関の利用状況、ホテル稼働率等

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表10）経済活動における人出の状況 ～ 交通機関の利用状況、ホテル稼働率等 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年10月 25年11月 25年12月 26年1月 26年2月

 １．交通機関の利用状況（前年比、％）

 新幹線輸送量（JR東海） 10.0 6.0 4.0 6.0 4.0  のぞみ3％増、ひかり8％増と増加トレンド。3月速報はのぞみ6％増、ひかり7％増

 JR東日本・定期外収入 4.5 5.4 3.9 6.5 5.6  主要新幹線の輸送量は東北7％増、上越5％増、北陸7％増と好調に推移している

 東急電鉄・定期外収入 0.6 1.3 2.5 3.8 1.0  定期収入は0.7%増。輸送人員は定期3.6%増、定期外1.1％増と順調に増加！

 京浜急行・定期外収入 1.9 1.5 1.8 4.4 1.9  定期収入は2.2%増。輸送人員は定期1.8%増、定期外1.6％増とほぼ同じ動き！

 京成電鉄・定期外収入 6.9 7.0 4.6 3.6 4.0  定期収入は2.1%増。成田有料特急は運輸収入11.4%増、輸送人員11.7％増

 国内線旅客数・ANA 3.6 2.7 2.1 3.1 2.2  座席利用率は81.1％と前年比3.8ポイント上昇。貨物重量は6カ月連続で減少した

 国際線旅客数・ANA 15.0 16.4 12.5 7.8 9.6  座席利用率は85.5％と前年比3.5ポイント上昇。貨物重量は4カ月連続で増加した

 ２．国内海外旅行、宿泊施設の稼働率、訪日外国人旅行者数（単位：％、但し、延べ宿泊者数は前年同月比較。ホテル及び旅館稼働率は水準）

 延べ宿泊者数・日本人 -3.6 -3.6 -4.9 -3.3 -2.7  1月は3,263万人泊、2月は3,327万人泊。2月は16カ月連続でマイナスを記録！

 延べ宿泊者数・外国人 3.7 -3.7 -2.3 -15.3 -5.6  1月は1,283万人泊、2月は1,298万人泊。中国人渡航自粛の影響一巡で改善へ

 延べ宿泊者数・全体 -1.6 -3.7 -4.2 -7.0 -3.5  1月は4,546万人泊、2月4,625万人泊。外国人の宿泊数低迷で8カ月連続減少

※  リゾートホテル稼働率 61.5 60.1 53.7 51.1 59.0  トップは千葉県81.6%。次いで神奈川県、大阪府、福島県、奈良県、沖縄県の順！

※  ビジネスホテル稼働率 81.5 80.2 73.6 65.5 73.8  トップは東京都77.5%、次いで神奈川県、沖縄県、福岡県、北海道、兵庫県の順！

※  シティホテル稼働率 80.5 77.7 73.0 62.8 69.5  トップは北海道72.8%。次いで千葉県、東京都、香川県、福岡県、埼玉県と分散！

※  旅館稼働率 42.3 42.4 35.3 33.7 38.7  トップは神奈川県47.1%。次いで東京都、大阪府、北海道、群馬県、静岡県と分散

 訪日外国人旅行者数 17.6 10.4 3.7 -4.9 6.4  2月は346万人と2月単月で過去最高。韓国、台湾、メキシコ、ロシアが大幅に伸長！

（出所）各社ホームページ、観光庁データ等より作成。※印は水準（利用部屋数/利用可能部屋数）を表す。2026年4月20日までに発表のもの。

（注記）延べ宿泊者数とは、特定の期間内に宿泊姿勢に宿泊した人数の合計を指しています。例えば10人が5泊宿泊した場合の延べ宿泊者数は50人泊となります。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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【原油価格動向は経済活動にどのような影響を与えるのか？】

米国・イスラエルによるイランへの攻撃を契機に中東情勢が緊迫化したことによって、原油価格が大きく上昇しまし

た。中東産ドバイ原油価格（5月渡し）は3月に前月より約82％上昇しました。日本は原油輸入の約95％を中東に依存し

ていますが、石油備蓄を有するため、当面は数量不足よりも「価格ショック」として捉えることが重要となります。

2026年3月の景気DIは、原油価格の急騰とそれにともなう燃料価格の上昇や先行き不安から大幅に悪化しました。また、

街角景気と問われる「景気ウォッチャー動向調査」もコロナ禍真っ只中である2022年2月以来の低水準にまで落ち込ん

でしまいました。まさに、予期せぬ「イランショック」が経済を揺るがしていると言えるでしょう。

現時点で今後のシナリオを予測することは困難ですが、少なくともイランによるミサイル攻撃によってアラブ諸国の

原油製油所及び輸送インフラが損傷しているため、短期的に戦闘が終結したとしても以前のような原油生産量を確保す

ることは難しいと見られています。こうしたなかで、TOTO、LIXIL、パナソニック、ハウステック、クリナップ、積水

化学工業といった住宅設備各社は、ユニットバスやシステムバス関連の新規受注を停止すると発表しました。この背景

は、石油製品「ナフサ」の供給が不安視されているためであり、住宅設備に使用されるプラスチック製品の確保が難し

くなっているためです。ユニットバスは住宅建設の内装工程で欠かせない設備で、納入の遅れは工事全体に連鎖的な影

響を与え、最終的には引き渡し時期の遅れにつながる可能性があると懸念されています。

今後、世界経済に与える影響としては「価格高騰」と「供給不安」の2点に絞られると考えられます。価格高騰に関し

ては、既にガソリン価格が上がっていますが、今後は国際的物流コスト増大を通じて食料価格、日用品価格の上昇が懸

念されています。また、肥料の原料の尿素やアンモニアの多くもホルムズ海峡を経由して輸送されているため、農業分

野への影響も懸念されています。企業側では価格転嫁を目指すことになりますが、インフレ率の上昇によって景気停滞

を招く可能性が高まります。一方、供給不安については、原油供給量の減少によって、電力供給の制限、企業による生

産活動の停滞等が予想されます。

公益社団法人 全日本不動産協会
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景気ウォッチャー調査 ⇒ 3月調査は前月比で2カ月振りに低下した

A) 家計動向は前月比7.1pt低下し、41.7ptとなった（図表11コメント）

B) 小売関連、飲食関連、住宅関連何れも大幅に低下（図表11コメント）

C) 企業動向は製造業、非製造業ともに大きく低下した（図表11コメント）

D) 雇用動向は前月比4.5pt低下し、2カ月振りに低下した（図表11コメント）

E) 景気マインドはイラン紛争勃発により原油価格上昇に伴うインフレリスク

増大、個人消費及び企業活動停滞などに対する懸念が広がっている

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅱ-1.景気ウォッチャー動向調査

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表11）景気ウォッチャー調査 ～ 景気の現状判断DI（季節調整値）

  項   目 （前月差）

 景気の現状判断DI ↗ 54.1 ↘ 53.9 ↓ 14.2 ↘ 7.9 ↗ 48.2 ↘ 48.0 ↘ 47.7 ↘ 47.6 ↗ 48.9 ↘ 42.2 -6.7 

家計動向調査 ↗ 52.7 ↘ 52.3 ↓ 12.6 ↘ 7.5 ↗ 47.7 ↘ 47.6 ↘ 47.2 ↘ 47.1 ↗ 48.8 ↘ 41.7 -7.1 

小売関連 ↗ 52.6 ↘ 52.5 ↓ 16.0 ↘ 10.5 ↗ 46.9 ↗ 47.1 ↘ 45.6 ↗ 47.4 ↗ 48.0 ↘ 41.1 -6.9 

飲食関連 ↗ 51.3 ↘ 51.1 ↓ 0.7 ↘ -3.1 ↘ 44.0 ↘ 41.3 ↗ 45.3 ↗ 45.8 ↗ 48.7 ↘ 38.4 -10.3 

サービス関連 ↗ 53.5 ↘ 52.2 ↓ 7.4 ↘ 3.5 ↗ 50.2 ↗ 50.8 ↗ 50.9 ↘ 47.9 ↗ 50.9 ↘ 44.4 -6.5 

住宅関連 ↘ 51.4 ↗ 52.8 ↓ 19.0 ↘ 9.4 ↘ 47.2 ↘ 44.9 ↗ 47.1 ↘ 42.6 ↗ 46.7 ↘ 38.5 -8.2 

企業動向調査 ↘ 55.3 ↗ 55.7 ↓ 19.2 ↘ 9.9 ↗ 49.9 ↘ 49.0 ↘ 48.6 ↗ 49.5 ↗ 49.9 ↘ 43.1 -6.8 

製造業 ↘ 54.8 ↗ 56.9 ↘ 21.7 ↘ 12.1 ↗ 48.7 ↘ 46.9 ↗ 48.0 ↗ 48.9 ↗ 50.3 ↘ 44.5 -5.8 

非製造業 ↘ 55.8 ↘ 54.5 ↓ 17.5 ↘ 8.3 ↗ 50.9 ↗ 51.1 ↘ 49.4 ↗ 50.4 ↘ 49.5 ↘ 42.1 -7.4 

雇用関連 ↗ 61.3 ↘ 60.7 ↓ 13.6 ↘ 6.3 ↗ 48.0 ↘ 47.8 ↗ 48.6 ↘ 47.2 ↗ 47.6 ↘ 43.1 -4.5 

 景気判断理由の概要（コメント） 印の見方：◎良、〇やや良、□不変、▲やや悪、×悪

【レストラン】▲中東情勢の影響によりガソリン価格が上がっているため、外出を控えているような気がする。そうした状況から売上高、来客数が減少している（家計動向）

【住宅販売会社】▲分譲マンションのモデルルームを来訪する客の購買意欲は全体的に低下している。こうした中で、一部の客は相対的に価格の安い完成物件を購入している（家計動向）

【都市型ホテル】▲食品など2000品目以上が値上げと報道されている。ガソリン価格の高騰により、客の外出控え、ホテル、レストラン等での食事を控えるようになる（家計動向）

【広告代理店】□飲食に関わるイベント企画の引き合いが多少増えてきている。ただし、近年は長い夏が猛暑になるため、屋内に絞られる企画が増えていく（企業動向）

【金融業】▲製造業の受注環境は２極化しており、販売価格転嫁の遅れが収益を圧迫している。非製造業は観光関連は底堅いものの、消費マインドに弱さがみられる（企業動向）

【司法書士】□顧客からは、人手不足や材料費高騰などが今後も続くことへの懸念やそれらに対して解決のめどが立たないという不安の声を聞くことが多くなっている（企業関連）

【職業安定所】▲求人数が、長期にわたって減少している傾向に変化はみられない。ただし、求人広告や他の媒体での採用経路が増えていることが要因であると考えられる（雇用関連）

（出所）内閣府データ等により作成。直近データは2026年4月8日に発表。コメントは、2026年4月以降の先行きに対する内容を重点的に紹介している。

（注記）↑印は前月比10ポイント以上の上昇、↗印は同10ポイント未満の上昇、↓印は同10ポイント以上の低下、↘印は同10ポイント未満の低下を示す。

26年2月26年1月25年12月25年11月25年10月

コロナ禍前のピーク コロナ禍のボトム

17年11月 17年12月 20年3月 20年4月 26年3月

直近６カ月の動き（月次動向）

52.9



1）3月の景気ウォッチャー判断DIはイランショックの影響を受けて2022年2月以来の低水準に落ち込んだ！

   2）家計動向DIでは、インフレリスクの高まりによって飲食関連及び住宅関連が40ポイント割れにまで急低下

3）4月上旬には米国とイランとの停戦合意が伝えられたが、先行きについては依然として不透明な状況を懸念
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　（出所）内閣府、総務省データより作成。月次ベース。2026年4月20日までに発表のもの。
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（図表13）有効求人倍率と家計消費支出

家計消費支出（右、前年比％） 有効求人倍率（左、単位：倍）
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（図表12）景気ウォッチャー判断DIの推移
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Ⅱ-2. Coffee Time            
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【建設業における公共工事設計労務単価にみる賃金上昇の流れ】

最近、工事費が一段と高くなっているといった声が聞こえてきます。首都圏各地のプロジェクトは、工事費増大を背

景に計画延期・見直しといった動きが広がっています。この要因として、世界的なインフレに伴う建設資材及び設備機

器の価格上昇に加えて、建設労働者の賃金上昇によって建築費が想定以上に上がっていることが影響しています。建設

業の場合、公共工事では職種及び地域によって設計労務単価が決められています。公共工事設計労務単価とは、国・自

治体等が公共工事の予定価格を積算する際に用いる単価のことです。民間工事の場合、必ずしも公共工事の労務単価が

踏襲されるわけではありませんが、公共工事の労務単価が一つの指標となっているとみられます。なお、労務単価には、

所定時間外労働に対する割増賃金、法定福利費、安全管理等の必要経費は含まれていません。こうした必要経費を含め

ると、事業主の負担は労務単価の1.5倍程度になるとみられています（図表14参照。34ページ専門用語の解説参照）。

さて、国土交通省では、令和8年（2026年）3月から適用される公共工事設計労務単価（日当分）を公表しました。

それによると、全国平均では前年比4.5%増と14年連続で増加し、それぞれの職種で3～6％台の上昇となりました。全

職種の平均単価は上昇基調にあり、平均でみると14年前の2012年に比べて97.6%増えたことになります。建設労働者

に対する低すぎる賃金が過去10年強で是正されたと言えるのではないでしょうか。かつて、建設業の職場は3K（危険、

汚い、きつい）と言われていましたが、最近では新3K（給与：賃金が良い、希望：生産性向上、休暇：休暇が多い）と

言われるようになったのです。業種・企業にかかわらず、人材確保は最優先課題と言えるのではないでしょうか。

今後の見方ですが、引き続き建設労務単価は上昇していくとみられています。というのは、「働き方改革」導入に

よって、残業時間の上限規制が適用されるようになってきたことに加えて、建設作業員の高齢化・離職率の高さによっ

て一段と労働需給がひっ迫すると予想されているからです。特に、設備工事業などサブコン業界での労働需給ひっ迫も

深刻化しており、発注者は発注単価見直し（単価引き上げ）のみならず、適切な工期設定（余裕のある工期）をしなけ

れば工事契約をすることが非常に難しくなっているのが現状のようです。ちなみに、2024年のデータによると、建設

業の場合、55歳以上の就業者の割合は36.7%と全産業の32.4%を大きく上回っています。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表14）令和8年（2026年）3月から適用する公共工事設計労務単価（日当ベース）

職種 全国平均値 令和7年比 職種 全国平均値 令和7年比

   特殊作業員 28,111円 ＋４．３％   運転手（一般） 25,275円 +２．９％

   普通作業員 23,605円 ＋３．０％   型枠工 31,671円 +５．０％

   軽作業員 18,605円 ＋２．９％   大工 30,331円 ＋３．１％

   とび工 30,780円 ＋４．０％   左官 30,508円 ＋４．１％

   鉄筋工 31,267円 ＋４．６％   交通誘導警備員A 18,911円 ＋５．８％

   運転手（特殊） 29,442円 ＋４．８％   交通誘導警備員B 16,749円 ＋６．７％

（出所）国土交通省　不動産・建設経済局・建設市場整備課の資料等を基に筆者作成。

（注記）交通誘導警備員Aとは、交通誘導業務検定1級または2級に合格した警備員のことであり、交通誘導警備員Bとは、こうし

　　　　た資格を有していない警備員を指している。但し、交通誘導業務を行ううえで必ずしも資格取得が必要なわけではない。
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Ⅱ-3.暮らしの流れ ～ 知って得する冠の日 ～     
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 5月  2日（土）：八十八夜 ⇨「立春」から数えて88日目。この日に摘んだお茶を飲むと長生きすると言われ、茶摘みが最

 盛期を迎えます。また、「八十八」という数字は末広がりで縁起が良いとされています。

 5月   7（木）：博士の日 ⇨ 1888年（明治21年）のこの日、法学博士、医学博士、工学博士、文学博士、理学博士の5種

          類の博士号が設けられました。当時は、博士号の授与は教育への貢献を評価したものとされていました。

 5月10日（日）：袋物の日 ⇨ 5月第2日曜日の「母の日」から。ハンドバッグなどの袋物の需要を高めることを目的に日

 本ハンドバッグ協会（JHA）が制定。袋物（ふくろもの）とは、種々の品物を入れて携帯・運搬する袋状の入れ物の

 総称であり、手提げ・買物袋・紙入れ・タバコ入れ・ハンドバッグなどがあります。

 5月17日（日）：高血圧の日 ⇨日本高血圧協会が2007年（平成19年）に制定。高血圧（最高血圧140／最低血90mmHg

       以上）は、日本人の三大死因の内の二つである心臓病や脳卒中など、命に関わる病気を引き起こす主要な原因です。

 5月29日（金）：こんにゃくの日 ⇨日本こんにゃく協会が1989年（平成元年）に制定。こんにゃく芋は、サトイモ科の

植物で、その球茎（きゅうけい：球状に肥大化した茎）から、食品のこんにゃくが作られます。

 5月30日（土）：消費者の日 ⇨日本政府が1978年（昭和53年）に制定。1968年（昭和43年）のこの日、消費者の利益

         を守ることを目的とした「消費者保護基本法」が公布・施行され、その10周年を記念して制定されました。

  柏餅（かしわもち）：柏餅は、こどもの日に食べられる和菓子で、あんを包んだお餅を柏の葉で巻いたものです。柏の葉

        は新芽が出るまで古い葉が落ちないことから、「家系が絶えない」縁起物とされています。

  旬の食材：５月は「春キャベツ」「新玉ねぎ」「新じゃが」「新ごぼう」「そら豆・グリーンピース」「たけのこ」「た

        らの芽」などの柔らかく甘みのある春野菜が旬を迎えます。また、「初ガツオ」「マアジ」「メバル」「アサリ」「サ

        ヨリ」「ホタルイカ」「しらす」「サザエ」など脂がのった魚や旬の貝類が美味しい時期となります。



Ⅲ.ここがポイント（3）       
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資本市場と実体経済 ⇒ 株価は日米ともに高値圏で推移か？

A) 住宅着工戸数全体では3カ月連続マイナスとなったが、持ち家着工は首

都圏の回復が寄与し、10カ月振りにプラス転換（図表15コメント）

B) 小売売上高はマインド好転で2カ月振りプラス転換（図表16コメント）

C) 家計収入は3カ月振りにプラス、世帯主収入が増加（図表17コメント）

D) 株価は日米ともにイランショックの影響で調整局面入りの様相。原油価

格動向、金利水準、為替動向に注視する必要がある（図表20コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会



Ⅲ-1.ニッチな視点：地域別にみた経済動向、株式市場の動き
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 日銀が発表した3月の企業物価指数は、前年同月比2.6%上昇し、61カ月連続プラスとなりました。企業物価指数

とは企業間で売買するモノの動きを示していますが、タイムラグを置いて個人が購入する商品やサービス価格を示

している消費者物価指数にも反映してくると見られています。消費者物価指数は、1月、2月と2か月連続2％割れ

となりましたが、3月以降はイラン情勢悪化を反映して原油価格が大きく上がってきたため、伸び率を高めてくる

と見られています。

 こうしたなかで、わが国の景気マインドは大きく悪化しています。過去20年間の景気現状判断DIをみると、

2026年3月は42.2ポイントと5番目に悪い局面となりました。ちなみに、最悪はコロナ禍初期の2020年4月（7.9

ポイント）であり、次いでリーマンショック時の2008年12月（19.1ポイント）、東日本大震災勃発時の2011年3

月（24.0ポイント）、消費是非率引き上げ（5→8％）時の2014年4月（38.7％）となっています。今後、一段と

インフレが進行し、金利水準も上昇傾向を続けていることには注意しなければなりません。

 建設・住宅関連統計（建築着工は前年比マイナスに転換、住宅着工は4カ月連続で減少）（図表15）

➢ 建設着工は2カ月振りにマイナス転換したが、物件大型化により月次及び地域別変動率が大きくなっている

➢ 住宅着工戸数は、4カ月連続で減少したものの、持ち家はマイナス幅が縮小するなど改善兆しも出ている

➢ 但し、住宅価格上昇、住宅ローン金利上昇などにより住宅需要の先行きには不安定要因が台頭している

 日本及び米国の株式市場動向（日米ともにイランショックによる大幅下落から底入れの兆し）（図表18～21）

➢ 日経平均は、イランショックにより3月は大幅下落しているが、4月以降は大幅反発の兆しが出ている？

➢ 米国株は、イランショックの影響はあるものの、米国経済の底堅さにより上昇トレンドは崩れていない？

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅲ-2.地域別経済統計①：建築着工床面積、新設住宅着工戸数

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表15）主な地域別経済統計の推移 ～ ①生産活動 ～

 都県名 2022年度 2023年度 2024年度 22年12月 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年1月 26年2月

 １．建築着工床面積（前年比、％）

　  宮城県 -8.0 -8.3 7.6 -15.8 16.2 -40.1 -40.2 44.6 -24.5 -40.5 -32.6 123.3

 茨城県 -21.4 -11.2 -12.5 -62.3 5.4 50.1 -11.7 -51.7 0.9 33.1 34.1 -9.2 

 埼玉県 0.9 -13.0 2.9 -11.1 0.2 -17.0 -28.8 39.8 -8.8 -38.1 20.7 -38.4 

 千葉県 -9.2 -8.0 0.5 6.5 -34.8 -23.9 42.1 -10.9 -32.8 11.2 32.5 -17.4 

 東京都 -7.0 -0.0 -6.9 -24.9 1.5 70.4 -11.4 -47.7 -6.0 4.7 -26.2 -25.1 

 神奈川県 1.9 -8.9 -2.9 -5.2 -42.6 1.2 14.8 -5.8 -6.0 -23.6 9.5 42.2

 全国 -3.1 -8.8 -3.6 -15.8 -16.9 -2.9 -4.0 -7.8 -16.0 -2.6 0.3 -8.0 

 ２．新設住宅着工戸数（前年比、％）

　  宮城県 4.3 -10.8 12.1 -11.8 37.8 -13.5 -16.1 54.8 -28.0 -52.3 25.6 27.4

 茨城県 -8.9 -11.0 -4.6 12.6 -20.6 -8.5 -6.3 -33.7 -18.6 43.8 -11.1 6.2

 埼玉県 1.7 3.0 -3.8 7.3 11.3 -1.1 -12.0 2.4 -6.2 0.7 17.6 -1.9 

 千葉県 3.4 -8.7 1.6 13.7 -16.0 0.3 12.2 -28.0 -24.1 19.5 38.0 19.0

 東京都 0.7 -7.8 3.4 -37.0 -5.2 -0.2 -8.0 -12.4 -2.9 10.3 -20.7 -15.7 

 神奈川県 2.8 -3.7 2.6 -14.6 -13.4 16.3 21.5 -11.7 -19.3 -15.9 17.9 19.2

 全国 -0.6 -7.1 2.0 -1.7 -4.8 -4.0 -6.7 -2.5 -15.6 -1.3 -0.4 -4.9 

（出所）国土交通省データ等により作成。2026年4月20日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）2月の建築着工床面積は2カ月振りにマイナス転換した。物件大型化により月次及び地域毎の変動率が一段と大きくなっている。

（2）2月の新設住宅着工戸数は4カ月連続減少。持ち家4.7％減、貸家2.7％減、給与33.9％増、分譲8.8％減と全般的に低調な動き。

（3）地域別では、首都圏1.3％減、中部圏4.7％増、近畿圏8.8％減、地方圏9.5％減となっており、地方圏が低調な動きに終始。
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Ⅲ-3.地域別経済統計②：小売売上高、家計消費支出

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表16）地域別経済統計の推移 ～ ②消費活動 ～

 都県名 2022年度 2023年度 2024年度 22年12月 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年1月 26年2月

 １．小売売上高（百貨店・スーパー、既存店ベースの前年比、％）

　  宮城県 0.4 3.2 0.7 1.8 2.1 1.4 2.4 1.2 0.2 -2.9 1.7 -1.5 

 茨城県 0.4 1.5 0.8 2.2 1.5 0.0 2.2 2.0 1.3 -3.1 0.4 -0.4 

 埼玉県 1.0 4.2 2.2 3.3 3.9 2.9 4.6 3.0 2.2 0.3 1.9 0.6

 千葉県 1.7 4.0 1.9 3.1 4.5 2.1 3.9 2.6 3.4 1.6 3.5 1.5

 東京都 9.5 7.7 3.8 5.3 7.9 5.4 10.0 2.9 -4.2 0.3 2.8 2.6

 神奈川県 1.1 2.6 2.0 1.8 2.1 1.1 3.9 2.7 2.5 2.5 4.4 1.9

 全国 3.9 4.5 2.6 3.6 4.1 2.5 6.6 2.9 -0.1 -0.1 2.6 1.4

 ２．家計消費支出・市区単位・二人以上世帯（前年比、％）

　  仙台市 1.3 6.2 3.2 -1.1 -4.8 23.6 5.5 -13.9 14.4 -2.5 3.0 -9.6 

 水戸市 8.1 3.3 2.6 4.4 15.2 -16.1 -4.7 18.1 17.4 8.5 25.6 -14.1 

 さいたま市 3.1 5.9 4.0 -6.5 -19.9 6.9 4.8 12.9 2.7 -9.9 -5.8 -10.2 

 千葉市 -2.2 0.8 9.8 4.6 -21.1 -4.1 15.6 34.1 2.4 -21.0 -9.5 -8.0 

 東京都区部 -0.4 6.1 2.8 4.7 10.8 3.6 0.4 -2.0 13.3 -2.0 -2.2 9.1

 横浜市 0.4 1.7 7.8 7.1 -9.1 -7.9 5.9 8.8 -2.8 5.9 2.4 -8.8 

 全国 4.2 1.1 2.1 3.4 -0.5 0.4 1.9 7.0 5.2 -0.3 0.7 -0.4 

（出所）経済産業省、総務省データ等により作成。家計消費支出は暦年ベース。2026年4月20日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）2月の小売売上高は全国ベースで8カ月連続プラスとなったが、前年比マイナスとなったのは前月の3県から18府県へと大幅に拡大。

（2）2月の消費支出は全国ベースで2カ月振りに減少。東京都区部がプラスとなったのは交際費、住宅リフォーム費用等が増加した影響。
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Ⅲ-4.地域別経済統計③：有効求人倍率、家計実収入

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表17）主な地域別経済統計の推移 ～ ③雇用所得環境 ～

 都県名 2022年度 2023年度 2024年度 22年12月 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年12月 26年1月 26年2月

 １．有効求人倍率・受理地別・季調値（水準、％）

　  宮城県 1.40 1.34 1.23 1.43 1.37 1.30 1.22 1.22 1.19 1.15 1.12 1.13

 茨城県 1.49 1.37 1.32 1.52 1.40 1.34 1.34 1.31 1.18 1.13 1.10 1.13

 埼玉県 1.05 1.05 1.04 1.08 1.08 1.02 1.00 1.07 1.02 0.95 0.97 0.96

 千葉県 1.00 0.99 0.99 1.01 1.01 0.98 0.98 1.02 0.98 0.98 0.98 0.98

 東京都 1.60 1.78 1.76 1.71 1.78 1.77 1.82 1.76 1.70 1.74 1.73 1.73

 神奈川県 0.90 0.91 0.91 0.93 0.91 0.88 0.93 0.91 0.85 0.84 0.83 0.84

 全国 1.31 1.29 1.25 1.36 1.30 1.27 1.23 1.25 1.22 1.20 1.18 1.19

 ２．家計実収入（勤め先収入）・市区単位・二人以上世帯の世帯合算値、但し暦年ベース（前年比、％）

　  仙台市 9.3 9.9 6.9 8.0 -13.9 25.3 22.7 1.0 -16.0 -20.6 -2.4 3.2

 水戸市 -9.2 11.6 8.3 -7.8 51.5 10.4 -2.9 4.0 -21.3 8.0 -1.1 -3.2 

 さいたま市 11.8 -9.2 2.3 -9.1 -8.4 6.0 1.6 19.1 -23.1 8.7 3.0 -13.6 

 千葉市 5.1 -0.4 8.8 16.1 -32.6 -9.3 41.3 15.7 -12.4 -3.7 -13.3 12.6

 東京都区部 -6.5 4.7 8.7 13.3 -24.8 0.6 53.5 -6.5 2.7 13.1 16.9 -2.8 

 横浜市 8.7 1.8 -0.9 1.7 30.0 -10.1 -9.3 19.9 -3.5 10.3 0.4 -7.7 

 全国 2.4 -1.6 4.7 8.0 -2.9 -4.3 7.5 11.4 1.9 -3.3 3.0 -2.9 

（出所）厚生労働省、総務省データ等により作成。家計実収入は暦年ベース。2026年4月20日までに発表のもの。イエロー枠は直近3カ月でネガティブな数値。

（注記1）有効求人倍率は厚生労働省が全国のハローワークの求職者数、求人数を基に算出している。最近では民間ベースの職業斡旋サービスのシェアが上がっていることに留意。

（注記2）家計実収入は勤労者世帯の勤労収入がベースであり、財産収入、預貯金引出、クレジット購入借入金は含まれていない。

（1）有効求人倍率の全国平均は1.19倍割と低迷。倍率が高いのは、東京都1.73倍、福井県1.58倍、石川県1.49倍、富山県1.47倍。

（2）家計収入は全国ベースで2カ月振りにマイナス。仙台市、さいたま市の増加は配偶者収入、賞与等の増加が寄与した影響による。

1.24

0.8



1）建設株は、好業績は続いているものの、イランショックによる株式市場急落によって大幅調整を示現！

   2）不動産株は、3月は株式市場全体の急落の影響で大幅下落したものの、4月以降は底入れ感も醸成か？ 
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Ⅲ-5.株価指数の推移①：建設株指数、不動産株指数
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    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2026年4月は20日終値。
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1）日経平均は、イランショックにより3月は大幅下落しているが、4月以降は大幅反発の兆しが出ている？

2）米国株は、イランショックの影響はあるものの、米国経済の底堅さにより上昇トレンドは崩れていない？
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Ⅲ-6.株価指数の推移②：日経平均株価、ニューヨークダウ
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    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2026年4月は20日終値。
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Ⅲ-7.専門用語の解説コーナー      
 オルタナティブ不動産（家株式や債券とは異なる投資対象としての不動産のこと）・新語の解説

オルタナティブ不動産とは、従来の株式や債券と異なる「オルタナティブ資産」の一種で、商業用ビル、賃貸住宅、

物流施設、ホテル、オフィスなどの実物不動産に投資する手法を指しています。従来の不動産投資信託（REIT）や現

物不動産とは異なり、特定の不動産を小口化して証券化した商品（不動産ST）も含まれ、少額から投資できる点が特

徴となっています。昨今では、データセンター、ロジステック、ヘルスケアなどに関わる建設投資が増えており、こ

うした分野の案件は、建設会社にとっての受注拡大、利益増大の原動力となっているようです。

 公共工事設計労務単価（職人など建設技能者の日額の労務単価のこと）・24ページ及び図表14参照

「公共工事設計労務単価（以下、設計労務単価）」とは、公共工事における建設労働者の賃金単価を指しています。

これは、工事費を積算する際の基礎となる重要な指標であり、公共工事に参加するすべての会社にとって重要です。

設計労務単価は、国土交通省や農林水産省が毎年設定しており、公共工事の発注に際して工事費の算出に使用されま

す。この単価は、公共工事の工事費の積算に用いられるため、建設プロジェクトに携わる企業や労働者にとって、適

正な報酬を確保する上で重要な役割を果たしています。

 特殊作業員（専門的な技能や高度な肉体条件を持ち、主体的に業務を行う作業員のこと）・24ページ及び図表14参照

特殊作業員が担う主体的業務とは、単に機械を操作するだけでなく、作業の判断や操作の熟練度が求められる業務

を指しています。一方、普通作業員は一般的な技能や肉体的条件で、人力による作業や補助的作業を行う作業員であ

り、特殊な資格や高度な技能は必要ありません。 特殊作業員の具体的な作業としては、①小型重機（ブルドーザ、

バックホウ、トラクタショベルなど）を操作しての土砂の掘削・積込み・運搬、②吊上げ重量1t未満のクレーンやウ

インチを使った資材運搬、③振動ローラやランマを使った土砂の締固め、④可搬式ミキサやバイブレーターを使った

コンクリートの練上げ・打設、⑤ピックブレーカ等を使ったコンクリートや舗装の取り壊し、などが挙げられます。
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 本資料は、情報提供を目的として作成されたものであり、特定の商品についての投資の募集・勧誘・営業等を
目的としたものではありません。

 本資料の内容には、将来の予測に関する記述が含まれていますが、かかる記述は将来の業績、財務内容、経
営結果等を保証するものではありません。

 本資料において提供している情報については、その正確性及び完全性を保証するものではなく、本資料に記載
される情報を更新する責任を負うものではありません。また、予告なしにその内容が変更又は廃止される場合
があります。

 本資料の中の意見は、執筆者個人のものであり、所属する組織とは関係がありません。

 事前の承諾なく、本資料の内容の全部若しくは一部を引用、複製又は転用することを禁止します。
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